













た。国土交通省観光庁によると、2018 年の旅行消費額 27.4 兆円が生み出
す生産波及効果は 55.4 兆円（対産出額：5.3%）、付加価値効果は 28.2 兆円


































する FMOLS（fully modified OLS）推定量が統計的に有意で１よりも大
きいことから、 観光収入が GDP に影響を与える（ Y）ことなどを示
した。
さらに、 Aslan（2014）では、地中海沿岸 12 カ国（1995-2010 年）につ
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いて、X として実質国際観光収入、Y として実質 GDP を用いて、パネル
単位根検定とパネル共和分検定、そして Dunitrescu and Hurlin（2012）
による Granger 因果性検定を行っている１。その結果、単位根を有する
ＸとY の間には共和分関係があることを示し、パネル Granger 因果性テ
ストの結果、トルコ・イスラエルは TLG 仮説（X →Y）を支持すること、
スペイン・イタリア・チュニジア・キプロス・クロアチア・ブルガリア・
ギリシャは TLG 仮説とは反対の因果性（Y →X）、ポルトガルはフィー
ドバックの関係（X ↔Y）、エジプト・マルタには因果関係がないことな
どを明らかにした。
また、Çağlayan, Şak and Karymshakov（2013）は、５つのグループ
（OECD 加盟国 31、非 OECD 加盟の高所得国 11、上位中所得国 40、下位















































が可能である。参考として、2015 年と 2019 年のそれを図 2 に示す。図 2 を見ると、消費
単価の高い地域と、相対的に低い地域があるが、全体的には上昇傾向にあることがわかる。







出所：日本政府観光局（JNTO）『日本の国際観光統計』(2019 年版 ) より作成。
2000 年代に入り、日本政府は観光立国を宣言、ビジット・ジャパン・キャ






















図 2 インバウンド１人１回当たり旅行消費単価（万円） 
出所：国土交通省観光庁「訪日外国人消費動向調査」（2015 年版、2019 年版）より作成。 
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ここでは、都道府県（N ＝ 47）のそれぞれについて、2001 年から 2017







因果関係の有無を Granger 因果性検定によって検証することにする 3, ４。
表１にTA とGRP の記述統計量を示す。






















果関係の有無を Granger 因果性検定によって検証することにする 3，4。表 1 に𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐴𝐴と𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺の
記述統計量を示す。 
 




まず、分析対象𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐴𝐴，𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺に対してパネル単位根検定を行う。Levin, Lin and Chu（2002）




対して検定する Hadri（2000）の定常性テストも実施した。それらの結果を表 2に示す。 
 
 
平　均 中央値 標準偏差 変動係数 最大値 最小値
0.099 0.116 0.332 3.340 1.784 -1.494
















根がある」という帰無仮説を検定する LLC，IPS，Pesaran テストでは ,
１% 有意水準で棄却されることが示されている。これに対して、定常性




パネル VAR モデルを推定し、Granger 因果性検定を行う。モデル推定に
おけるラグ次数は、AIC および SBIC に基づき、p ＝１とした。表３にパ
ネル VAR ⑴モデルに基づく Granger 因果性検定の結果を示す。
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3.2 パネル Granger 因果性検定 
つぎに、分析対象𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐴𝐴，𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺が定常な変数であることを前提として、パネル VAR モデルを
推定し、Granger 因果性検定を行う。モデル推定におけるラグ次数は、AIC および SBIC に
基づき、𝑝𝑝𝑝𝑝＝1 とした。表 3 にパネル VAR(1)モデルに基づく Granger 因果性検定の結果を
示す。 
 




𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐴𝐴から𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺への Granger 因果性に関する検定統計量は 10%有意水準でも棄却すること
ができなかった。反対に、𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺から𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐴𝐴への非因果性は 1%水準で棄却される、すなわち、
𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺から𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐴𝐴への因果性が認められる。 









LLC検定 IPS検定 Pesaran検定 Hadri検定
-29.939 -23.805 -4.924 0.387










does not Granger-cause 1.772






TA からGRP への Granger 非因果性に関する検定統計量は 10% 有意水
準でも棄却することができなかった。反対に、GRP からTA への非因果
性は１% 水準で棄却される、すなわち、GRP からTA への因果性が認め
られる。










表 4  Dunitrescu and Hurlin (2012) 果性検定の結果 
 

























does not Granger-cause 1.200 0.970 0.065
(0.332) (0.948)
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１ Aslan（2014）で用いられているパネル Granger 因果性検定の方法として、Hurlin
のワーキングペーパーが参照されているが、同じタイトルのペーパーが Dunitrescu and 
Hurlin（2012）として発表されているため、本文中ではこれを用いた。
２ その他にも、Fayissa, Nsiah and Tadasse（2008）、Apergis and Payne（2012）、
Chou（2013）、Lee and Brahmasrene（2013）、Kostakis（2020）および Rasool, 
Maqbool and Tarique（2021）などが挙げられる。TLG 仮説に関連する既存研究の
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